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１　新公益法人への移行方針（案）

　　No.　１　

　　　　　事　務　局　案 　　　　　　　　　対　　応　　案

　新公益法人への移行は次のとおりとする。 　多くの賛成意見を得たので、事務局方針通り今後推進する。

　　①　新しい法人の形態

　　　　　「一般社団法人」とする。

　　　理由：公益社団法人は事業の50％以上を公益目的事業に充てなけれ

　　　　　　　ばならない等認定基準が厳しく、行政庁の関与も強いので、比較

　　　　　　　的自由度が高く、同窓会活動に支障をきたさない一般社団法人

　　　　　　　を選択する。

　　②　移行の時期

　　　　　平成23年度を目処とする。

２　支部の取り扱い

　　Ｎｏ．　２

　　　　　事　務　局　案 　　　　　　　　　対　　応　　案

　　・　新支部の設置基準を正会員20人以上とする。 　　中国西部地区の合併等、支部の設置基準を会員20以上とする事務局案

　　・　新支部には、運営費の一部を補助する。 　に積極的に呼応しようとする意見もあり、特に反対意見はなかったので、事

　　・　正会員200人以上の支部は拠点支部として、事務所の設置、事務局 　務局案の通り対応したい。

　　　長の配置を行う。

（別紙参照）



[image: image2.emf]３　会員の取り扱い

　　No.　３　　

　　　　　事　務　局　案 　　　　　　　　　対　　応　　案

　新法に基づき、新会員を次案の通りとする。 　　経済学部の卒業生はすべて会員として扱うべきという意見が多数であっ

　たことを踏まえて、次のような対応案としたい。

　会員の種類 　　　　

　　正会員…経済学部等の卒業生で、瓊林会に入会手続きを行い、会費を 　　（定款案）

　　　　　　　　納入した者 　　　　　　　　

　　準会員…経済学部等の卒業生で、正会員以外の者で瓊林会に入会手 第　条　この法人の会員は、次の各号に該当する者とする。

　　　　　　　　続きを行い、賛助金を負担して支援を行う者 　　　　　　 　　各号省略

　　特別会員…従前の通り 　　　２　この法人の会員は、次の三種で構成する。

　　名誉会員…　　　〃 　　　　　①　会費を負担して、会の運営に携わる者　（一号会員）

　　　　　②　会費を負担して、会を援助するもの　　　（二号会員）

　　　　　③　会費は負担しないが、会に所属するもの（三号会員）

　　　３　前項の会員のうち、一号会員（以下「正会員」という。）をもっ

　　　　て一般社団法人及び一般財団法人に関する法律上の社員と

　　　　する。

　　　４　この法人に、第１項の会員の他次の会員をおく。

　　　　⑴　特別会員　　内容省略

　　　　⑵　名誉会員　　内容省略



[image: image3.emf]４　会費の取り扱い

　　No.　４　　

　　　　　事　務　局　案 　　　　　　　　　対　　応　　案

　　①　本部会費見直し案 　　会費については、増額した場合、会員が離れる、支部会費との両方の　

　　　　ⅰ　正会員 　負担が大きくなる等消極的意見が多かったが、新公益法人になると、理事

　　　　　　　　現行　　　　　　　3,000円/年 　の代理出席が認められず、定足数を達成するには理事会の交通費を本部

　　　　　　　　新法人移行後　5,000円/年 　で負担せざるを得ないこと、本部･支部の一体的運営を図るためには、支部

　　　　ⅱ　準会員 　の運営費の一部補助はやむを得ない措置であること等により、次の2案で

　　　　　　　　現行　　　　　　　　　0円/年　 　検討を行った。（検討案別紙）

　　　　　　　　新法人移行後　1,000円/年

　　第1案…1号会員（3,000円➝4,000円）、2号会員1,000円

　　第2案…1号会員（3,000円➝5,000円）、2号会員1,000円

　　（定款案）

　　第　条  　正会員は、総会において別に定めるところにより、会費を納

　　　　　　　入しなければならない。

　　　　　　２　二号会員は、総会において別に定める賛助会費を納入しな

　　　　　　　ければならない。

　　　　　　３　１，２項の規定にかかわらず、理事会に於て会費の徴収を

　　　　　　　要しないと認めたときはこの限りではない。

　　　　　　４　特別会員及び名誉会員は、会費を納入することを要しない。
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支部連絡会出欠

		

								　　　　　　　支部連絡会出席者名簿

				本部、支部名		出欠		役職		氏名		回次		役職		氏名		回次		協議事項

				本部		　出		会長		宮脇　雅俊		学16回		専務理事		小野　光昭		学16回

														事務局長		鈴木　強一		学15回

				北海道

				東京		　出		支部長		吉田　一久		学18回		副支部長		伊藤　　正　　		学18回		1/13メール

				名古屋

				大阪		　出		支部長		高比良　尚		学11回								1/13メール

				岡山

				広島

				山陰		　欠

				周防		　欠

				山口県中部

				下関		　出		支部長		末吉　厚史		学13回								1/13送付

				愛媛		欠

				香川		　出		支部長		中村　卓也		　学９回								1/15送付

				高知

				北九州		　出								事務局長		白石　学		学16回

				福岡		　出		支部長		川島　明人		学19回		事務局長		坂東　仁朗		学18回		1/13メール

				久留米		　出		支部長		飛永　雅之		学19回				梯　　行一		学21回		1/19メール

																田渕　好隆		学27回

				大牟田		　出		支部長		堺　　蔵次		学25回				宮原　節		学27回		1/13メール

				筑豊

				佐賀

				大分		　出		支部長		郷司　潔		　学6回								1/13メール

				熊本

				宮崎		　欠

				鹿児島		　欠

				佐世保		　欠

				島原

				諫早

				大村

				長崎		　出		支部長		藤木　　博		学25回





出席者名簿

		

						　　　　　　　　　瓊林会支部連絡会　出席者名簿

						（平成21年1月31日（土）13:30～　　於：福岡市天神「西日本ビル」）

						本･支部名		　役職		　　氏　名		　 回次		　　備　考

						　本　部		　 会長		　宮脇　雅俊		　学16回

						　東　京		　支部長		吉田　一久		　学18回

								副支部長		　伊藤　　正		　学18回

						　名古屋		事務局長		　山田　三明		　学20回

						　大　阪		　支部長		　高比良　尚		　学11回

						　下　関		　支部長		　末吉　厚史		　学13回

						　香　川		　支部長		　中村　卓也		　学 9回

						　北九州		　支部長		横手　敏夫		　学16回

								事務局長		　白石　　学		　学16回

						　福　岡		　支部長		　川島　明人		　学19回

								事務局長		　坂東　仁朗		　学18回

						　久留米		　支部長		　飛永　雅之		　学19回

										　梯　　行一		　学21回

										　田渕　好隆		　学27回

						　大牟田		　支部長		　堺　　蔵次		　学25回

										　宮原　　節		　学27回

						佐　賀		事務局長		　糸山　幸久		　学33回

						　大　分		事務局長		　黒木　達夫		学36回

						　長　崎		　支部長		　藤木　　博		　学 5回

						　本　部		専務理事		　小野　光昭		　学16回

								事務局長		　鈴木　強一		　学15回		　以上２１名





長崎支部会費

		

						長崎支部会費納入状況

						　20年度		　19年度		　差　引

				会員数		543		583		-40

				金額（円）		1,087,000		1,166,000		-79,000

				※19年度に、職域の分で前年度分（92,000円）が含まれる。





各支部経費等

		

								　　　　各支部の会費及び運営経費等

				本部、支部名		支部会費				　　　　　事務所費						事務機器等		人件費

								有料借上		経費（円/月）		無料借上		個人住宅		経費（円/月）		人数		（円/月）

				北海道

				東京		4,000								自事務所		12,180		2		320,000

				名古屋		3,000						○				0				0

				大阪

				岡山

				広島

				山陰		(3,000)						　　○				0				0

				周防		0						　　○				0				0

				山口県中部

				下関		0								　　○		0				0

				愛媛		0								　　○		0				0

				香川		0								　　○		0				0

				高知

				北九州		2,000						　　○				0				0

				福岡		3,000						　　○				事務局手当150～200千円

				久留米

				大牟田

				筑豊

				佐賀		2,000								　　○		0				0

				大分		1,000								　　○		0				0

				熊本		2,000								　　○		0				0

				宮崎

				鹿児島		2,000								　　○		0				0

				佐世保		2,000						　　○				0				0

				島原

				諫早

				大村

				長崎





全国支部長会議

		

								　　　 　　　　全国支部長会議出席者名簿

				本部、支部名		出欠		役職		氏名		回次		役職		氏名		回次		備考

				本部		　出		会長		宮脇　雅俊		学16回		専務理事		小野　光昭		学16回

														事務局長		鈴木　強一		学15回

				北海道		　欠

				東京		　出		支部長		吉田　一久		学18回		事務局長		木田　勝之　　		学17回

				名古屋		　出		支部長		浜屋　義幸		学19回

				大阪		　出		支部長		高比良　尚		学11回		副支部長		　東　　信		学17回

				岡山		出		支部長		間嶋　昌俊		学15回

				広島		　出		支部長		久田　耕路		学9回

				山陰		　欠																				　　　　　　　　　　　　　　　　　　

				周防		　出		支部長		薩本　猛夫		学19回

				山口県中部		　欠

				下関		　出										弘中　幸信		学30回

				愛媛		　出		支部長		樋口　俊郎		学18回

				香川		　出		支部長		中村　卓也		学9回

				高知		　出		支部長		高橋　光男		学19回

				北九州		　出		支部長		横手　敏夫		学16回		事務局長		白石　学		学16回

				福岡		　出		支部長		川島　明人		学19回		事務局長		坂東　仁朗		学18回

				久留米		　出		支部長		飛永　雅之		学19回				梯　　行一		学21回

																田渕　好隆		学27回

				大牟田		　出		支部長		堺　　藏次		学25回

				筑豊		出		支部長		亀田　正昭		学4回

				佐賀		出		支部長		井上　邦彦		学15回

				大分		　出		支部長		宮野　薫規		学16回

				熊本		　出		支部長		井上　寿治		学８回		副支部長		池田　尚武		学14回

				宮崎		　出										叶　　浩文		学35回

				鹿児島		　出								幹事		富元　典嗣		学25回

				佐世保		　欠

				島原		　欠

				諫早		　出		支部長		森　長之		学6回

				大村		　出								事務局長		山口　正幸		学26回

				長崎		　出		支部長		藤木　博		学5回





交通費

		

						　　　　　　　全国支部長会議交通費精算書

												　　　　　　（単位:円）

				支部名		請求額		支給額		受領者		　備　考

				東京		39,260		39,260				航空機利用

				名古屋		48,140		48,140				航空機利用

				大阪

				岡山

				広島

				周防

				下関

				愛媛		12,590		12,590

				香川		17,940		17,940

				高知		27,000		27,000

				北九州		2,600		2,600

				福岡		　　－		　　　　　　　－

				久留米

				大牟田

				筑豊

				佐賀

				大分

				熊本

				宮崎

				鹿児島

				諫早

				大村

				長崎		6,000		6,000

				計





支部長会議結果

		

				１　新公益法人への移行方針（案）

																														　　No.　１　

								　　　　　事　務　局　案														　　　　　　　　　対　　応　　案

				　新公益法人への移行は次のとおりとする。														　多くの賛成意見を得たので、事務局方針通り今後推進する。

				　　①　新しい法人の形態

				　　　　　「一般社団法人」とする。

				　　　理由：公益社団法人は事業の50％以上を公益目的事業に充てなけれ

				　　　　　　　ばならない等認定基準が厳しく、行政庁の関与も強いので、比較

				　　　　　　　的自由度が高く、同窓会活動に支障をきたさない一般社団法人

				　　　　　　　を選択する。

				　　②　移行の時期

				　　　　　平成23年度を目処とする。

				２　支部の取り扱い

																														　　Ｎｏ．　２

								　　　　　事　務　局　案														　　　　　　　　　対　　応　　案

				　　・　新支部の設置基準を正会員20人以上とする。														　　中国西部地区の合併等、支部の設置基準を会員20以上とする事務局案

				　　・　新支部には、運営費の一部を補助する。														　に積極的に呼応しようとする意見もあり、特に反対意見はなかったので、事

				　　・　正会員200人以上の支部は拠点支部として、事務所の設置、事務局														　務局案の通り対応したい。

				　　　長の配置を行う。

												（別紙参照）

				３　会員の取り扱い

																														　　No.　３　　

								　　　　　事　務　局　案														　　　　　　　　　対　　応　　案

				　新法に基づき、新会員を次案の通りとする。														　　経済学部の卒業生はすべて会員として扱うべきという意見が多数であっ

																		　たことを踏まえて、次のような対応案としたい。

				　会員の種類														　　　　

				　　正会員…経済学部等の卒業生で、瓊林会に入会手続きを行い、会費を														　　（定款案）

				　　　　　　　　納入した者														　　　　　　　　

				　　準会員…経済学部等の卒業生で、正会員以外の者で瓊林会に入会手																第　条　この法人の会員は、次の各号に該当する者とする。

				　　　　　　　　続きを行い、賛助金を負担して支援を行う者																　　　　　　		　　各号省略

				　　特別会員…従前の通り

				　　名誉会員…　　　〃

																				　　　４　この法人に、第１項の会員の他次の会員をおく。

				４　会費の取り扱い

																														　　No.　４　　

								　　　　　事　務　局　案														　　　　　　　　　対　　応　　案

				　　①　本部会費見直し案														　　会費については、増額した場合、会員が離れる、支部会費との両方の　

				　　　　ⅰ　正会員														　負担が大きくなる等消極的意見が多かったが、新公益法人になると、理事

				　　　　　　　　現行　　　　　　　3,000円/年														　の代理出席が認められず、定足数を達成するには理事会の交通費を本部

				　　　　　　　　新法人移行後　5,000円/年														　で負担せざるを得ないこと、本部･支部の一体的運営を図るためには、支部

				　　　　ⅱ　準会員														　の運営費の一部補助はやむを得ない措置であること等により、次の2案で

				　　　　　　　　現行　　　　　　　　　0円/年　														　検討を行った。（検討案別紙）

				　　　　　　　　新法人移行後　1,000円/年

																		　　（定款案）

																		　　　　　　３　１，２項の規定にかかわらず、理事会に於て会費の徴収を

																		　　　　　　　要しないと認めたときはこの限りではない。

																		　　　　　　４　特別会員及び名誉会員は、会費を納入することを要しない。

				５　東京瓊林会館

																														　　No.　５　

								　　　　　事　務　局　案														　　　　　　　　　対　　応　　案

				　　①　方針														　　　東京支部において、東京瓊林会館を解体処分、売却したい旨の意見表

				　　建物の継続使用を前提に、東京瓊林会館の改修を本部で行なう。														　　明があり、売却後は、本部会計に一括計上するとのことなので、新法人

				　　②　理由														　　設立後、本部に「公益目的基金」を設置し、公益目的支出計画の財源とし

				　　新公益法人への移行後、公益目的支出計画の財源に充当する資金として、														　　て活用したい。　

				　東京瓊林会館の収益確保は不可欠であり、同会館を改修することにより、

				　立地上の利便性により、新規のテナントの確保は可能である。

				６　瓊林会所有財産の処分計画（案）

																														　　Ｎｏ．　６

								　　　　　事　務　局　案														　　　　　　　　　対　　応　　案

				　　現法人が所有する財産は、新法人移行後、不特定多数の者の利益の														　　東京瓊林会館を解体処分したい旨の意見表明があったので、東京瓊林

				　増進に寄与する公益目的のために、ゼロになるまで支出しなければなら														　会館の改修事業を解体処分事業に変更し、また就職支援システム事業の

				　ない。したがって、法人としての公益性は高まるが、移行後は、所有財産														　再検討に伴い、次のとおり計画を変更することとしたい。

				　の事業への自由な資金充当は困難となる。現法人が、今後新法人に移

				　行するに当り、移行前に処理すべき懸案事項、瓊林会の若い世代のため														　（処分計画案）

				　の対策、新法人への円滑な移行事務等に資するため、移行前に、既存の														　　　ⅰ　東京瓊林会館の解体工事費　17,535千円

				　所有財産を効果的に活用することとしたい。														　　　ⅱ　瓊林会活性化対策費　　　　　　2,000

																		　　　　　　　若手、学生対策費　2,000　　　　　

				　　　下記の通り、平成22年度中に所有財産を処分する。														　　　ⅲ　新法人移行に係る事務費　　　1,500

				　　ⅰ　東京瓊林会館の改修費支出　　　　　　　　23,000千円														　　　　　　　支部長会議（3回）　1,500　　　　　

				　　ⅱ　瓊林会活性化対策費　　 　　　　　　　　　　 3,200千円　　														　　　　　　　　　　　合計　　　　　　　　　　21,035　

				　　　　　　就職支援システム　　1,200千円

				　　　　　　若手、学生対策費　　2,000

				ⅲ　新法人移行にかかる事務費　　　　　　　　 　　1,500千円

				　　　　　　支部長会議(3回)　 　1,500千円　　　　　　

				　　　　　　        　　　合　　計　　　　　　　　　　　　27,700千円

				７　公益目的支出計画方針（案）

																														　　No.　７　　

								　　　　　事　務　局　案														　　　　　　　　　対　　応　　案

				　　長崎大学経済学部の知名度アップと瓊林会の存在感を高めるため、次の														　　公益目的支出計画は支部の事業にも対象を広げるよう意見が成された

				　事業を行う。														　が、公益目的対象事業として国が示した内容に限定されること、公益目的

																		　事業の実施を通じて、瓊林会の名を高める等実施効果の高い事業の推進

				　①　事業内容														　が必要であること等により、提案の事業を本部で実施することとしたい。

				　　ⅰ　顕彰制度　														　　なお、セミナーの実施箇所等については、各支部での開催も含めて検討

				　　　・　テーマを定めて、小中高、大学、一般の3部門等に分けて論文を募集														　する。

				　　　　し、優秀者を表彰する。

				　　　・　テーマ案…長崎の活性化、長崎の国際化、長崎と観光振興、平和と

				　　　　　　　　　　　　長崎等

				　　ⅱ　トップセミナーの開催

				　　　・　各界の著名人を招いて、講演会を開催する。

				　②　事業期間

				　　　　　62年間

				　③　毎年度支出額

				　　　　　3,000千円

				８　新公益法人移行スケジュール

																														　　Ｎｏ．　８

								　　　　　事　務　局　案																　　対　　応　　案

				　移行スケジュール案を提示														　特に異議なく了承された。

				９　連結会計処理の実施

																														　　No.　９　　

								　　　　　事　務　局　案														　　　　　　　　　対　　応　　案

				　　新公益法人においては、本部、支部の会計を一体的に取り扱い、連結														　　各支部の了承が得られたので、計画通り推進したい。

				　会計処理が必要となるが、県公益法人改革班の指導もあり、平成22年度

				　の予算及び平成21年度の決算から連結会計処理を行うこととする。

				　①　実施の方法

				　・　　本部から各支部に対し、各支部の平成21年度決算及び平成22年度

				　　　予算に係る調査様式を示し、数値の提出をお願いする。

				　・　本部は、各支部から提出された数値をもとに連結決算・予算書を作成

				　　する。

				　・　作成した連結決算･予算書は、会計監事の監査を経た上で、理事会、

				　　通常総会に提案する。

				　②　調査表の提出期限

				　　　　平成22年4月20日（火）

				　※　各支部の剰余金が、公益目的支出計画に支出の根拠となる公益目

				　　　的財産額の評価の対象になるので、繰越金の明細についても計上

				　　　するよう説明に追加

				10　実学セミナーの実施計画（案）

																														　　No.　10　　

								　　　　　事　務　局　案														　　　　　　　　　対　　応　　案

				　　瓊林会員が経済学部生に、社会に出てから役に立つ実社会の経験														　　特に意見はなかったので計画通り推進したい。

				　談等、貴重な話を講義として行なう「実学セミナー」を開催する。開催方法

				　は、平成22年度の後期の講義「総合経済ｂ」の中で行なうものであり、詳

				　細は下記の通りである。これから社会に飛び立つ経済学部生に、瓊林会

				　員が自ら社会で得た知識,経験等生きた情報を伝えるという、この上ない

				　機会であり、推進を図りたい。

				　・　講義の名称…総合経済ｂ　　

				　・　講師の職種等

				　　　　オールラウンド（公務員、ＮＰＯ，自営業等可）

				　　　　10年以上社会人として経験があり、現役で活躍中の肩書きを有する者

				　・　講義回数…原則として1講師1回

				　・　開講、曜日、時間

				　　　　　開講…平成22年度10月～翌年1月

				　　　　　曜日等…各週水曜日、12:50～14:20（90分）

				　・　聴講学生

				　　　　経済学部２～３年生（400～500人）を対象

				　　　　開講場所…講堂（瓊林会館左前）

				　　　　講義後にレポートを出させる（講義時間の終わり15分間）

				　　　　レポートは講師に郵送後採点をして、2週間後に返却

				　　　　単位は2単位…5段階評価、3以上は単位取得可

				11　就職支援システム基本方針（案）

																														　　No.　11　　

								　　　　　事　務　局　案														　　　　　　　　　対　　応　　案

				　　企業ごとに、瓊林会員の所属先、役職名、連絡先等が明らかになる名														　　　個人情報保護法等の関係で企業の協力が得にくい等、主要支部から

				　簿を作成し、インターネット上にアップし、学生等が希望する企業を検索し、														　　難色が示されたので、他の方法等も含めて再検討を行いたい。

				　同社所在の瓊林会員に連絡を取り、会社概要や就職情報の入手等に利

				　用するシステムを導入する。

				　①　会員情報の登録

				　　　　　各支部を通じて、企業ごとの会員情報を収集し、本部において登録

				　　　　する。

				　②　登録データ

				　　　　　氏名、卒業回次、所属企業名、連絡先（企業住所、電話、FAX、メー

				　　　　ル）等

				　③　利用者の入会制

				　　　　　入会申し込みを受け、パスワード登録者のみ検索が可能とする。

																														　　No.　　

								　　　　　事　務　局　案														　　　　　　　　　対　　応　　案

																														　　No.　　

								　　　　　事　務　局　案														　　　　　　　　　対　　応　　案
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支部連絡会出欠

		

								　　　　　　　支部連絡会出席者名簿

				本部、支部名		出欠		役職		氏名		回次		役職		氏名		回次		協議事項

				本部		　出		会長		宮脇　雅俊		学16回		専務理事		小野　光昭		学16回

														事務局長		鈴木　強一		学15回

				北海道

				東京		　出		支部長		吉田　一久		学18回		副支部長		伊藤　　正　　		学18回		1/13メール

				名古屋

				大阪		　出		支部長		高比良　尚		学11回								1/13メール

				岡山

				広島

				山陰		　欠

				周防		　欠

				山口県中部

				下関		　出		支部長		末吉　厚史		学13回								1/13送付

				愛媛		欠

				香川		　出		支部長		中村　卓也		　学９回								1/15送付

				高知

				北九州		　出								事務局長		白石　学		学16回

				福岡		　出		支部長		川島　明人		学19回		事務局長		坂東　仁朗		学18回		1/13メール

				久留米		　出		支部長		飛永　雅之		学19回				梯　　行一		学21回		1/19メール

																田渕　好隆		学27回

				大牟田		　出		支部長		堺　　蔵次		学25回				宮原　節		学27回		1/13メール

				筑豊

				佐賀

				大分		　出		支部長		郷司　潔		　学6回								1/13メール

				熊本

				宮崎		　欠

				鹿児島		　欠

				佐世保		　欠

				島原

				諫早

				大村

				長崎		　出		支部長		藤木　　博		学25回





出席者名簿

		

						　　　　　　　　　瓊林会支部連絡会　出席者名簿

						（平成21年1月31日（土）13:30～　　於：福岡市天神「西日本ビル」）

						本･支部名		　役職		　　氏　名		　 回次		　　備　考

						　本　部		　 会長		　宮脇　雅俊		　学16回

						　東　京		　支部長		吉田　一久		　学18回

								副支部長		　伊藤　　正		　学18回

						　名古屋		事務局長		　山田　三明		　学20回

						　大　阪		　支部長		　高比良　尚		　学11回

						　下　関		　支部長		　末吉　厚史		　学13回

						　香　川		　支部長		　中村　卓也		　学 9回

						　北九州		　支部長		横手　敏夫		　学16回

								事務局長		　白石　　学		　学16回

						　福　岡		　支部長		　川島　明人		　学19回

								事務局長		　坂東　仁朗		　学18回

						　久留米		　支部長		　飛永　雅之		　学19回

										　梯　　行一		　学21回

										　田渕　好隆		　学27回

						　大牟田		　支部長		　堺　　蔵次		　学25回

										　宮原　　節		　学27回

						佐　賀		事務局長		　糸山　幸久		　学33回

						　大　分		事務局長		　黒木　達夫		学36回

						　長　崎		　支部長		　藤木　　博		　学 5回

						　本　部		専務理事		　小野　光昭		　学16回

								事務局長		　鈴木　強一		　学15回		　以上２１名





長崎支部会費

		

						長崎支部会費納入状況

						　20年度		　19年度		　差　引

				会員数		543		583		-40

				金額（円）		1,087,000		1,166,000		-79,000

				※19年度に、職域の分で前年度分（92,000円）が含まれる。





各支部経費等

		

								　　　　各支部の会費及び運営経費等

				本部、支部名		支部会費				　　　　　事務所費						事務機器等		人件費

								有料借上		経費（円/月）		無料借上		個人住宅		経費（円/月）		人数		（円/月）

				北海道

				東京		4,000								自事務所		12,180		2		320,000

				名古屋		3,000						○				0				0

				大阪

				岡山

				広島

				山陰		(3,000)						　　○				0				0

				周防		0						　　○				0				0

				山口県中部

				下関		0								　　○		0				0

				愛媛		0								　　○		0				0

				香川		0								　　○		0				0

				高知

				北九州		2,000						　　○				0				0

				福岡		3,000						　　○				事務局手当150～200千円

				久留米

				大牟田

				筑豊

				佐賀		2,000								　　○		0				0

				大分		1,000								　　○		0				0

				熊本		2,000								　　○		0				0

				宮崎

				鹿児島		2,000								　　○		0				0

				佐世保		2,000						　　○				0				0

				島原

				諫早

				大村

				長崎





全国支部長会議

		

								　　　 　　　　全国支部長会議出席者名簿

				本部、支部名		出欠		役職		氏名		回次		役職		氏名		回次		備考

				本部		　出		会長		宮脇　雅俊		学16回		専務理事		小野　光昭		学16回

														事務局長		鈴木　強一		学15回

				北海道		　欠

				東京		　出		支部長		吉田　一久		学18回		事務局長		木田　勝之　　		学17回

				名古屋		　出		支部長		浜屋　義幸		学19回

				大阪		　出		支部長		高比良　尚		学11回		副支部長		　東　　信		学17回

				岡山		出		支部長		間嶋　昌俊		学15回

				広島		　出		支部長		久田　耕路		学9回

				山陰		　欠																				　　　　　　　　　　　　　　　　　　

				周防		　出		支部長		薩本　猛夫		学19回

				山口県中部		　欠

				下関		　出										弘中　幸信		学30回

				愛媛		　出		支部長		樋口　俊郎		学18回

				香川		　出		支部長		中村　卓也		学9回

				高知		　出		支部長		高橋　光男		学19回

				北九州		　出		支部長		横手　敏夫		学16回		事務局長		白石　学		学16回

				福岡		　出		支部長		川島　明人		学19回		事務局長		坂東　仁朗		学18回

				久留米		　出		支部長		飛永　雅之		学19回				梯　　行一		学21回

																田渕　好隆		学27回

				大牟田		　出		支部長		堺　　藏次		学25回

				筑豊		出		支部長		亀田　正昭		学4回

				佐賀		出		支部長		井上　邦彦		学15回

				大分		　出		支部長		宮野　薫規		学16回

				熊本		　出		支部長		井上　寿治		学８回		副支部長		池田　尚武		学14回

				宮崎		　出										叶　　浩文		学35回

				鹿児島		　出								幹事		富元　典嗣		学25回

				佐世保		　欠

				島原		　欠

				諫早		　出		支部長		森　長之		学6回

				大村		　出								事務局長		山口　正幸		学26回

				長崎		　出		支部長		藤木　博		学5回





交通費

		

						　　　　　　　全国支部長会議交通費精算書

												　　　　　　（単位:円）

				支部名		請求額		支給額		受領者		　備　考

				東京		39,260		39,260				航空機利用

				名古屋		48,140		48,140				航空機利用

				大阪

				岡山

				広島

				周防

				下関

				愛媛		12,590		12,590

				香川		17,940		17,940

				高知		27,000		27,000

				北九州		2,600		2,600

				福岡		　　－		　　　　　　　－

				久留米

				大牟田

				筑豊

				佐賀

				大分

				熊本

				宮崎

				鹿児島

				諫早

				大村

				長崎		6,000		6,000

				計





支部長会議結果

		

				１　新公益法人への移行方針（案）

																														　　No.　１　

								　　　　　事　務　局　案														　　　　　　　　　対　　応　　案

				　新公益法人への移行は次のとおりとする。														　多くの賛成意見を得たので、事務局方針通り今後推進する。

				　　①　新しい法人の形態

				　　　　　「一般社団法人」とする。

				　　　理由：公益社団法人は事業の50％以上を公益目的事業に充てなけれ

				　　　　　　　ばならない等認定基準が厳しく、行政庁の関与も強いので、比較

				　　　　　　　的自由度が高く、同窓会活動に支障をきたさない一般社団法人

				　　　　　　　を選択する。

				　　②　移行の時期

				　　　　　平成23年度を目処とする。

				２　支部の取り扱い

																														　　Ｎｏ．　２

								　　　　　事　務　局　案														　　　　　　　　　対　　応　　案

				　　・　新支部の設置基準を正会員20人以上とする。														　　中国西部地区の合併等、支部の設置基準を会員20以上とする事務局案

				　　・　新支部には、運営費の一部を補助する。														　に積極的に呼応しようとする意見もあり、特に反対意見はなかったので、事

				　　・　正会員200人以上の支部は拠点支部として、事務所の設置、事務局														　務局案の通り対応したい。

				　　　長の配置を行う。

												（別紙参照）

				３　会員の取り扱い

																														　　No.　３　　

								　　　　　事　務　局　案														　　　　　　　　　対　　応　　案

				　新法に基づき、新会員を次案の通りとする。														　　経済学部の卒業生はすべて会員として扱うべきという意見が多数であっ

																		　たことを踏まえて、次のような対応案としたい。

				　会員の種類														　　　　

				　　正会員…経済学部等の卒業生で、瓊林会に入会手続きを行い、会費を														　　（定款案）

				　　　　　　　　納入した者														　　　　　　　　

				　　準会員…経済学部等の卒業生で、正会員以外の者で瓊林会に入会手																第　条　この法人の会員は、次の各号に該当する者とする。

				　　　　　　　　続きを行い、賛助金を負担して支援を行う者																　　　　　　		　　各号省略

				　　特別会員…従前の通り

				　　名誉会員…　　　〃

																				　　　４　この法人に、第１項の会員の他次の会員をおく。

				４　会費の取り扱い

																														　　No.　４　　

								　　　　　事　務　局　案														　　　　　　　　　対　　応　　案

				　　①　本部会費見直し案														　　会費については、増額した場合、会員が離れる、支部会費との両方の　

				　　　　ⅰ　正会員														　負担が大きくなる等消極的意見が多かったが、新公益法人になると、理事

				　　　　　　　　現行　　　　　　　3,000円/年														　の代理出席が認められず、定足数を達成するには理事会の交通費を本部

				　　　　　　　　新法人移行後　5,000円/年														　で負担せざるを得ないこと、本部･支部の一体的運営を図るためには、支部

				　　　　ⅱ　準会員														　の運営費の一部補助はやむを得ない措置であること等により、次の2案で

				　　　　　　　　現行　　　　　　　　　0円/年　														　検討を行った。（検討案別紙）

				　　　　　　　　新法人移行後　1,000円/年

																		　　（定款案）

																		　　　　　　３　１，２項の規定にかかわらず、理事会に於て会費の徴収を

																		　　　　　　　要しないと認めたときはこの限りではない。

																		　　　　　　４　特別会員及び名誉会員は、会費を納入することを要しない。

				５　東京瓊林会館

																														　　No.　５　

								　　　　　事　務　局　案														　　　　　　　　　対　　応　　案

				　　①　方針														　　　東京支部において、東京瓊林会館を解体処分、売却したい旨の意見表

				　　建物の継続使用を前提に、東京瓊林会館の改修を本部で行なう。														　　明があり、売却後は、本部会計に一括計上するとのことなので、新法人

				　　②　理由														　　設立後、本部に「公益目的基金」を設置し、公益目的支出計画の財源とし

				　　新公益法人への移行後、公益目的支出計画の財源に充当する資金として、														　　て活用したい。　

				　東京瓊林会館の収益確保は不可欠であり、同会館を改修することにより、

				　立地上の利便性により、新規のテナントの確保は可能である。

				６　瓊林会所有財産の処分計画（案）

																														　　Ｎｏ．　６

								　　　　　事　務　局　案														　　　　　　　　　対　　応　　案

				　　現法人が所有する財産は、新法人移行後、不特定多数の者の利益の														　　東京瓊林会館を解体処分したい旨の意見表明があったので、東京瓊林

				　増進に寄与する公益目的のために、ゼロになるまで支出しなければなら														　会館の改修事業を解体処分事業に変更し、また就職支援システム事業の

				　ない。したがって、法人としての公益性は高まるが、移行後は、所有財産														　再検討に伴い、次のとおり計画を変更することとしたい。

				　の事業への自由な資金充当は困難となる。現法人が、今後新法人に移

				　行するに当り、移行前に処理すべき懸案事項、瓊林会の若い世代のため														　（処分計画案）

				　の対策、新法人への円滑な移行事務等に資するため、移行前に、既存の														　　　ⅰ　東京瓊林会館の解体工事費　17,535千円

				　所有財産を効果的に活用することとしたい。														　　　ⅱ　瓊林会活性化対策費　　　　　　2,000

																		　　　　　　　若手、学生対策費　2,000　　　　　

				　　　下記の通り、平成22年度中に所有財産を処分する。														　　　ⅲ　新法人移行に係る事務費　　　1,500

				　　ⅰ　東京瓊林会館の改修費支出　　　　　　　　23,000千円														　　　　　　　支部長会議（3回）　1,500　　　　　

				　　ⅱ　瓊林会活性化対策費　　 　　　　　　　　　　 3,200千円　　														　　　　　　　　　　　合計　　　　　　　　　　21,035　

				　　　　　　就職支援システム　　1,200千円

				　　　　　　若手、学生対策費　　2,000

				ⅲ　新法人移行にかかる事務費　　　　　　　　 　　1,500千円

				　　　　　　支部長会議(3回)　 　1,500千円　　　　　　

				　　　　　　        　　　合　　計　　　　　　　　　　　　27,700千円

				７　公益目的支出計画方針（案）

																														　　No.　７　　

								　　　　　事　務　局　案														　　　　　　　　　対　　応　　案

				　　長崎大学経済学部の知名度アップと瓊林会の存在感を高めるため、次の														　　公益目的支出計画は支部の事業にも対象を広げるよう意見が成された

				　事業を行う。														　が、公益目的対象事業として国が示した内容に限定されること、公益目的

																		　事業の実施を通じて、瓊林会の名を高める等実施効果の高い事業の推進

				　①　事業内容														　が必要であること等により、提案の事業を本部で実施することとしたい。

				　　ⅰ　顕彰制度　														　　なお、セミナーの実施箇所等については、各支部での開催も含めて検討

				　　　・　テーマを定めて、小中高、大学、一般の3部門等に分けて論文を募集														　する。

				　　　　し、優秀者を表彰する。

				　　　・　テーマ案…長崎の活性化、長崎の国際化、長崎と観光振興、平和と

				　　　　　　　　　　　　長崎等

				　　ⅱ　トップセミナーの開催

				　　　・　各界の著名人を招いて、講演会を開催する。

				　②　事業期間

				　　　　　62年間

				　③　毎年度支出額

				　　　　　3,000千円

				８　新公益法人移行スケジュール

																														　　Ｎｏ．　８

								　　　　　事　務　局　案																　　対　　応　　案

				　移行スケジュール案を提示														　特に異議なく了承された。

				９　連結会計処理の実施

																														　　No.　９　　

								　　　　　事　務　局　案														　　　　　　　　　対　　応　　案

				　　新公益法人においては、本部、支部の会計を一体的に取り扱い、連結														　　各支部の了承が得られたので、計画通り推進したい。

				　会計処理が必要となるが、県公益法人改革班の指導もあり、平成22年度

				　の予算及び平成21年度の決算から連結会計処理を行うこととする。

				　①　実施の方法

				　・　　本部から各支部に対し、各支部の平成21年度決算及び平成22年度

				　　　予算に係る調査様式を示し、数値の提出をお願いする。

				　・　本部は、各支部から提出された数値をもとに連結決算・予算書を作成

				　　する。

				　・　作成した連結決算･予算書は、会計監事の監査を経た上で、理事会、

				　　通常総会に提案する。

				　②　調査表の提出期限

				　　　　平成22年4月20日（火）

				　※　各支部の剰余金が、公益目的支出計画に支出の根拠となる公益目

				　　　的財産額の評価の対象になるので、繰越金の明細についても計上

				　　　するよう説明に追加

				10　実学セミナーの実施計画（案）

																														　　No.　10　　

								　　　　　事　務　局　案														　　　　　　　　　対　　応　　案

				　　瓊林会員が経済学部生に、社会に出てから役に立つ実社会の経験														　　特に意見はなかったので計画通り推進したい。

				　談等、貴重な話を講義として行なう「実学セミナー」を開催する。開催方法

				　は、平成22年度の後期の講義「総合経済ｂ」の中で行なうものであり、詳

				　細は下記の通りである。これから社会に飛び立つ経済学部生に、瓊林会

				　員が自ら社会で得た知識,経験等生きた情報を伝えるという、この上ない

				　機会であり、推進を図りたい。

				　・　講義の名称…総合経済ｂ　　

				　・　講師の職種等

				　　　　オールラウンド（公務員、ＮＰＯ，自営業等可）

				　　　　10年以上社会人として経験があり、現役で活躍中の肩書きを有する者

				　・　講義回数…原則として1講師1回

				　・　開講、曜日、時間

				　　　　　開講…平成22年度10月～翌年1月

				　　　　　曜日等…各週水曜日、12:50～14:20（90分）

				　・　聴講学生

				　　　　経済学部２～３年生（400～500人）を対象

				　　　　開講場所…講堂（瓊林会館左前）

				　　　　講義後にレポートを出させる（講義時間の終わり15分間）

				　　　　レポートは講師に郵送後採点をして、2週間後に返却

				　　　　単位は2単位…5段階評価、3以上は単位取得可

				11　就職支援システム基本方針（案）

																														　　No.　11　　

								　　　　　事　務　局　案														　　　　　　　　　対　　応　　案

				　　企業ごとに、瓊林会員の所属先、役職名、連絡先等が明らかになる名														　　　個人情報保護法等の関係で企業の協力が得にくい等、主要支部から

				　簿を作成し、インターネット上にアップし、学生等が希望する企業を検索し、														　　難色が示されたので、他の方法等も含めて再検討を行いたい。

				　同社所在の瓊林会員に連絡を取り、会社概要や就職情報の入手等に利

				　用するシステムを導入する。

				　①　会員情報の登録

				　　　　　各支部を通じて、企業ごとの会員情報を収集し、本部において登録

				　　　　する。

				　②　登録データ

				　　　　　氏名、卒業回次、所属企業名、連絡先（企業住所、電話、FAX、メー

				　　　　ル）等

				　③　利用者の入会制

				　　　　　入会申し込みを受け、パスワード登録者のみ検索が可能とする。

																														　　No.　　

								　　　　　事　務　局　案														　　　　　　　　　対　　応　　案

																														　　No.　　

								　　　　　事　務　局　案														　　　　　　　　　対　　応　　案
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支部連絡会出欠

		

								　　　　　　　支部連絡会出席者名簿

				本部、支部名		出欠		役職		氏名		回次		役職		氏名		回次		協議事項

				本部		　出		会長		宮脇　雅俊		学16回		専務理事		小野　光昭		学16回

														事務局長		鈴木　強一		学15回

				北海道

				東京		　出		支部長		吉田　一久		学18回		副支部長		伊藤　　正　　		学18回		1/13メール

				名古屋

				大阪		　出		支部長		高比良　尚		学11回								1/13メール

				岡山

				広島

				山陰		　欠

				周防		　欠

				山口県中部

				下関		　出		支部長		末吉　厚史		学13回								1/13送付

				愛媛		欠

				香川		　出		支部長		中村　卓也		　学９回								1/15送付

				高知

				北九州		　出								事務局長		白石　学		学16回

				福岡		　出		支部長		川島　明人		学19回		事務局長		坂東　仁朗		学18回		1/13メール

				久留米		　出		支部長		飛永　雅之		学19回				梯　　行一		学21回		1/19メール

																田渕　好隆		学27回

				大牟田		　出		支部長		堺　　蔵次		学25回				宮原　節		学27回		1/13メール

				筑豊

				佐賀

				大分		　出		支部長		郷司　潔		　学6回								1/13メール

				熊本

				宮崎		　欠

				鹿児島		　欠

				佐世保		　欠

				島原

				諫早

				大村

				長崎		　出		支部長		藤木　　博		学25回





出席者名簿

		

						　　　　　　　　　瓊林会支部連絡会　出席者名簿

						（平成21年1月31日（土）13:30～　　於：福岡市天神「西日本ビル」）

						本･支部名		　役職		　　氏　名		　 回次		　　備　考

						　本　部		　 会長		　宮脇　雅俊		　学16回

						　東　京		　支部長		吉田　一久		　学18回

								副支部長		　伊藤　　正		　学18回

						　名古屋		事務局長		　山田　三明		　学20回

						　大　阪		　支部長		　高比良　尚		　学11回

						　下　関		　支部長		　末吉　厚史		　学13回

						　香　川		　支部長		　中村　卓也		　学 9回

						　北九州		　支部長		横手　敏夫		　学16回

								事務局長		　白石　　学		　学16回

						　福　岡		　支部長		　川島　明人		　学19回

								事務局長		　坂東　仁朗		　学18回

						　久留米		　支部長		　飛永　雅之		　学19回

										　梯　　行一		　学21回

										　田渕　好隆		　学27回

						　大牟田		　支部長		　堺　　蔵次		　学25回

										　宮原　　節		　学27回

						佐　賀		事務局長		　糸山　幸久		　学33回

						　大　分		事務局長		　黒木　達夫		学36回

						　長　崎		　支部長		　藤木　　博		　学 5回

						　本　部		専務理事		　小野　光昭		　学16回

								事務局長		　鈴木　強一		　学15回		　以上２１名





長崎支部会費

		

						長崎支部会費納入状況

						　20年度		　19年度		　差　引

				会員数		543		583		-40

				金額（円）		1,087,000		1,166,000		-79,000

				※19年度に、職域の分で前年度分（92,000円）が含まれる。





各支部経費等

		

								　　　　各支部の会費及び運営経費等

				本部、支部名		支部会費				　　　　　事務所費						事務機器等		人件費

								有料借上		経費（円/月）		無料借上		個人住宅		経費（円/月）		人数		（円/月）

				北海道

				東京		4,000								自事務所		12,180		2		320,000

				名古屋		3,000						○				0				0

				大阪

				岡山

				広島

				山陰		(3,000)						　　○				0				0

				周防		0						　　○				0				0

				山口県中部

				下関		0								　　○		0				0

				愛媛		0								　　○		0				0

				香川		0								　　○		0				0

				高知

				北九州		2,000						　　○				0				0

				福岡		3,000						　　○				事務局手当150～200千円

				久留米

				大牟田

				筑豊

				佐賀		2,000								　　○		0				0

				大分		1,000								　　○		0				0

				熊本		2,000								　　○		0				0

				宮崎

				鹿児島		2,000								　　○		0				0

				佐世保		2,000						　　○				0				0

				島原

				諫早

				大村

				長崎





全国支部長会議

		

								　　　 　　　　全国支部長会議出席者名簿

				本部、支部名		出欠		役職		氏名		回次		役職		氏名		回次		備考

				本部		　出		会長		宮脇　雅俊		学16回		専務理事		小野　光昭		学16回

														事務局長		鈴木　強一		学15回

				北海道		　欠

				東京		　出		支部長		吉田　一久		学18回		事務局長		木田　勝之　　		学17回

				名古屋		　出		支部長		浜屋　義幸		学19回

				大阪		　出		支部長		高比良　尚		学11回		副支部長		　東　　信		学17回

				岡山		出		支部長		間嶋　昌俊		学15回

				広島		　出		支部長		久田　耕路		学9回

				山陰		　欠																				　　　　　　　　　　　　　　　　　　

				周防		　出		支部長		薩本　猛夫		学19回

				山口県中部		　欠

				下関		　出										弘中　幸信		学30回

				愛媛		　出		支部長		樋口　俊郎		学18回

				香川		　出		支部長		中村　卓也		学9回

				高知		　出		支部長		高橋　光男		学19回

				北九州		　出		支部長		横手　敏夫		学16回		事務局長		白石　学		学16回

				福岡		　出		支部長		川島　明人		学19回		事務局長		坂東　仁朗		学18回

				久留米		　出		支部長		飛永　雅之		学19回				梯　　行一		学21回

																田渕　好隆		学27回

				大牟田		　出		支部長		堺　　藏次		学25回

				筑豊		出		支部長		亀田　正昭		学4回

				佐賀		出		支部長		井上　邦彦		学15回

				大分		　出		支部長		宮野　薫規		学16回

				熊本		　出		支部長		井上　寿治		学８回		副支部長		池田　尚武		学14回

				宮崎		　出										叶　　浩文		学35回

				鹿児島		　出								幹事		富元　典嗣		学25回

				佐世保		　欠

				島原		　欠

				諫早		　出		支部長		森　長之		学6回

				大村		　出								事務局長		山口　正幸		学26回

				長崎		　出		支部長		藤木　博		学5回





交通費

		

						　　　　　　　全国支部長会議交通費精算書

												　　　　　　（単位:円）

				支部名		請求額		支給額		受領者		　備　考

				東京		39,260		39,260				航空機利用

				名古屋		48,140		48,140				航空機利用

				大阪

				岡山

				広島

				周防

				下関

				愛媛		12,590		12,590

				香川		17,940		17,940

				高知		27,000		27,000

				北九州		2,600		2,600

				福岡		　　－		　　　　　　　－

				久留米

				大牟田

				筑豊

				佐賀

				大分

				熊本

				宮崎

				鹿児島

				諫早

				大村

				長崎		6,000		6,000

				計





支部長会議結果

		

				１　新公益法人への移行方針（案）

																														　　No.　１　

								　　　　　事　務　局　案														　　　　　　　　　対　　応　　案

				　新公益法人への移行は次のとおりとする。														　多くの賛成意見を得たので、事務局方針通り今後推進する。

				　　①　新しい法人の形態

				　　　　　「一般社団法人」とする。

				　　　理由：公益社団法人は事業の50％以上を公益目的事業に充てなけれ

				　　　　　　　ばならない等認定基準が厳しく、行政庁の関与も強いので、比較

				　　　　　　　的自由度が高く、同窓会活動に支障をきたさない一般社団法人

				　　　　　　　を選択する。

				　　②　移行の時期

				　　　　　平成23年度を目処とする。

				２　支部の取り扱い

																														　　Ｎｏ．　２

								　　　　　事　務　局　案														　　　　　　　　　対　　応　　案

				　　・　新支部の設置基準を正会員20人以上とする。														　　中国西部地区の合併等、支部の設置基準を会員20以上とする事務局案

				　　・　新支部には、運営費の一部を補助する。														　に積極的に呼応しようとする意見もあり、特に反対意見はなかったので、事

				　　・　正会員200人以上の支部は拠点支部として、事務所の設置、事務局														　務局案の通り対応したい。

				　　　長の配置を行う。

												（別紙参照）

				３　会員の取り扱い

																														　　No.　３　　

								　　　　　事　務　局　案														　　　　　　　　　対　　応　　案

				　新法に基づき、新会員を次案の通りとする。														　　経済学部の卒業生はすべて会員として扱うべきという意見が多数であっ

																		　たことを踏まえて、次のような対応案としたい。

				　会員の種類														　　　　

				　　正会員…経済学部等の卒業生で、瓊林会に入会手続きを行い、会費を														　　（定款案）

				　　　　　　　　納入した者														　　　　　　　　

				　　準会員…経済学部等の卒業生で、正会員以外の者で瓊林会に入会手																第　条　この法人の会員は、次の各号に該当する者とする。

				　　　　　　　　続きを行い、賛助金を負担して支援を行う者																　　　　　　		　　各号省略

				　　特別会員…従前の通り

				　　名誉会員…　　　〃

																				　　　４　この法人に、第１項の会員の他次の会員をおく。

				４　会費の取り扱い

																														　　No.　４　　

								　　　　　事　務　局　案														　　　　　　　　　対　　応　　案

				　　①　本部会費見直し案														　　会費については、増額した場合、会員が離れる、支部会費との両方の　

				　　　　ⅰ　正会員														　負担が大きくなる等消極的意見が多かったが、新公益法人になると、理事

				　　　　　　　　現行　　　　　　　3,000円/年														　の代理出席が認められず、定足数を達成するには理事会の交通費を本部

				　　　　　　　　新法人移行後　5,000円/年														　で負担せざるを得ないこと、本部･支部の一体的運営を図るためには、支部

				　　　　ⅱ　準会員														　の運営費の一部補助はやむを得ない措置であること等により、次の2案で

				　　　　　　　　現行　　　　　　　　　0円/年　														　検討を行った。（検討案別紙）

				　　　　　　　　新法人移行後　1,000円/年

																		　　（定款案）

																		　　　　　　３　１，２項の規定にかかわらず、理事会に於て会費の徴収を

																		　　　　　　　要しないと認めたときはこの限りではない。

																		　　　　　　４　特別会員及び名誉会員は、会費を納入することを要しない。

				５　東京瓊林会館

																														　　No.　５　

								　　　　　事　務　局　案														　　　　　　　　　対　　応　　案

				　　①　方針														　　　東京支部において、東京瓊林会館を解体処分、売却したい旨の意見表

				　　建物の継続使用を前提に、東京瓊林会館の改修を本部で行なう。														　　明があり、売却後は、本部会計に一括計上するとのことなので、新法人

				　　②　理由														　　設立後、本部に「公益目的基金」を設置し、公益目的支出計画の財源とし

				　　新公益法人への移行後、公益目的支出計画の財源に充当する資金として、														　　て活用したい。　

				　東京瓊林会館の収益確保は不可欠であり、同会館を改修することにより、

				　立地上の利便性により、新規のテナントの確保は可能である。

				６　瓊林会所有財産の処分計画（案）

																														　　Ｎｏ．　６

								　　　　　事　務　局　案														　　　　　　　　　対　　応　　案

				　　現法人が所有する財産は、新法人移行後、不特定多数の者の利益の														　　東京瓊林会館を解体処分したい旨の意見表明があったので、東京瓊林

				　増進に寄与する公益目的のために、ゼロになるまで支出しなければなら														　会館の改修事業を解体処分事業に変更し、また就職支援システム事業の

				　ない。したがって、法人としての公益性は高まるが、移行後は、所有財産														　再検討に伴い、次のとおり計画を変更することとしたい。

				　の事業への自由な資金充当は困難となる。現法人が、今後新法人に移

				　行するに当り、移行前に処理すべき懸案事項、瓊林会の若い世代のため														　（処分計画案）

				　の対策、新法人への円滑な移行事務等に資するため、移行前に、既存の														　　　ⅰ　東京瓊林会館の解体工事費　17,535千円

				　所有財産を効果的に活用することとしたい。														　　　ⅱ　瓊林会活性化対策費　　　　　　2,000

																		　　　　　　　若手、学生対策費　2,000　　　　　

				　　　下記の通り、平成22年度中に所有財産を処分する。														　　　ⅲ　新法人移行に係る事務費　　　1,500

				　　ⅰ　東京瓊林会館の改修費支出　　　　　　　　23,000千円														　　　　　　　支部長会議（3回）　1,500　　　　　

				　　ⅱ　瓊林会活性化対策費　　 　　　　　　　　　　 3,200千円　　														　　　　　　　　　　　合計　　　　　　　　　　21,035　

				　　　　　　就職支援システム　　1,200千円

				　　　　　　若手、学生対策費　　2,000

				ⅲ　新法人移行にかかる事務費　　　　　　　　 　　1,500千円

				　　　　　　支部長会議(3回)　 　1,500千円　　　　　　

				　　　　　　        　　　合　　計　　　　　　　　　　　　27,700千円

				７　公益目的支出計画方針（案）

																														　　No.　７　　

								　　　　　事　務　局　案														　　　　　　　　　対　　応　　案

				　　長崎大学経済学部の知名度アップと瓊林会の存在感を高めるため、次の														　　公益目的支出計画は支部の事業にも対象を広げるよう意見が成された

				　事業を行う。														　が、公益目的対象事業として国が示した内容に限定されること、公益目的

																		　事業の実施を通じて、瓊林会の名を高める等実施効果の高い事業の推進

				　①　事業内容														　が必要であること等により、提案の事業を本部で実施することとしたい。

				　　ⅰ　顕彰制度　														　　なお、セミナーの実施箇所等については、各支部での開催も含めて検討

				　　　・　テーマを定めて、小中高、大学、一般の3部門等に分けて論文を募集														　する。

				　　　　し、優秀者を表彰する。

				　　　・　テーマ案…長崎の活性化、長崎の国際化、長崎と観光振興、平和と

				　　　　　　　　　　　　長崎等

				　　ⅱ　トップセミナーの開催

				　　　・　各界の著名人を招いて、講演会を開催する。

				　②　事業期間

				　　　　　62年間

				　③　毎年度支出額

				　　　　　3,000千円

				８　新公益法人移行スケジュール

																														　　Ｎｏ．　８

								　　　　　事　務　局　案																　　対　　応　　案

				　移行スケジュール案を提示														　特に異議なく了承された。

				９　連結会計処理の実施

																														　　No.　９　　

								　　　　　事　務　局　案														　　　　　　　　　対　　応　　案

				　　新公益法人においては、本部、支部の会計を一体的に取り扱い、連結														　　各支部の了承が得られたので、計画通り推進したい。

				　会計処理が必要となるが、県公益法人改革班の指導もあり、平成22年度

				　の予算及び平成21年度の決算から連結会計処理を行うこととする。

				　①　実施の方法

				　・　　本部から各支部に対し、各支部の平成21年度決算及び平成22年度

				　　　予算に係る調査様式を示し、数値の提出をお願いする。

				　・　本部は、各支部から提出された数値をもとに連結決算・予算書を作成

				　　する。

				　・　作成した連結決算･予算書は、会計監事の監査を経た上で、理事会、

				　　通常総会に提案する。

				　②　調査表の提出期限

				　　　　平成22年4月20日（火）

				　※　各支部の剰余金が、公益目的支出計画に支出の根拠となる公益目

				　　　的財産額の評価の対象になるので、繰越金の明細についても計上

				　　　するよう説明に追加

				10　実学セミナーの実施計画（案）

																														　　No.　10　　

								　　　　　事　務　局　案														　　　　　　　　　対　　応　　案

				　　瓊林会員が経済学部生に、社会に出てから役に立つ実社会の経験														　　特に意見はなかったので計画通り推進したい。

				　談等、貴重な話を講義として行なう「実学セミナー」を開催する。開催方法

				　は、平成22年度の後期の講義「総合経済ｂ」の中で行なうものであり、詳

				　細は下記の通りである。これから社会に飛び立つ経済学部生に、瓊林会

				　員が自ら社会で得た知識,経験等生きた情報を伝えるという、この上ない

				　機会であり、推進を図りたい。

				　・　講義の名称…総合経済ｂ　　

				　・　講師の職種等

				　　　　オールラウンド（公務員、ＮＰＯ，自営業等可）

				　　　　10年以上社会人として経験があり、現役で活躍中の肩書きを有する者

				　・　講義回数…原則として1講師1回

				　・　開講、曜日、時間

				　　　　　開講…平成22年度10月～翌年1月

				　　　　　曜日等…各週水曜日、12:50～14:20（90分）

				　・　聴講学生

				　　　　経済学部２～３年生（400～500人）を対象

				　　　　開講場所…講堂（瓊林会館左前）

				　　　　講義後にレポートを出させる（講義時間の終わり15分間）

				　　　　レポートは講師に郵送後採点をして、2週間後に返却

				　　　　単位は2単位…5段階評価、3以上は単位取得可

				11　就職支援システム基本方針（案）

																														　　No.　11　　

								　　　　　事　務　局　案														　　　　　　　　　対　　応　　案

				　　企業ごとに、瓊林会員の所属先、役職名、連絡先等が明らかになる名														　　　個人情報保護法等の関係で企業の協力が得にくい等、主要支部から

				　簿を作成し、インターネット上にアップし、学生等が希望する企業を検索し、														　　難色が示されたので、他の方法等も含めて再検討を行いたい。

				　同社所在の瓊林会員に連絡を取り、会社概要や就職情報の入手等に利

				　用するシステムを導入する。

				　①　会員情報の登録

				　　　　　各支部を通じて、企業ごとの会員情報を収集し、本部において登録

				　　　　する。

				　②　登録データ

				　　　　　氏名、卒業回次、所属企業名、連絡先（企業住所、電話、FAX、メー

				　　　　ル）等

				　③　利用者の入会制

				　　　　　入会申し込みを受け、パスワード登録者のみ検索が可能とする。

																														　　No.　　

								　　　　　事　務　局　案														　　　　　　　　　対　　応　　案

																														　　No.　　

								　　　　　事　務　局　案														　　　　　　　　　対　　応　　案






